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１ 市民活動団体の育成 4
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12

１０ 給食センターの運営形態の検討 13
１１ デイサービスセンターの運営形態の検討 14
１２ 新幼保園の運営の検討 15
１３ 補助金の見直しの実施 16
１４ 使用料・手数料の見直しの実施 17
１５ 民間委託基本方針の見直し 18
１６ 時間外勤務の抑制 19
１７ 職員数の管理と適正配置の実施 20
１８ 元気な菊川市を創造する職員の育成 21

１９
現場からの業務改善の推進と職員提案制度の改
善

22

２０ 市税の収入率の向上 23
２１ 国保税の収納率の向上 25
２２ 保育料等の収納率の向上 27
２３ 給食費の収納率の向上 28
２４ 上下水道料の収納率の向上 29
２５ 介護保険料の収納率の向上 30
２６ 病院の未収金の収納率の向上 31
２７ 市営住宅使用料の収納率の向上 32
２８ 実質公債費比率及び将来負担比率の適正化 33
２９ 積立金と借入金の差額の黒字化 34
３０ 公共施設の長寿命化計画の策定 35
３１ 公営企業会計（水道）の経営健全化 36
３２ 公営企業会計（病院）の経営健全化 37
３３ 広告事業の検討 38
３４ 地域産業の強化 39
３５ ビジネス農業体への支援 40
３６ 茶業の振興 41

　１　施策の体系図

基本方針 計画項目（集中改革プラン項目） 具体的な取り組み（実施メニュー）

市
民
満
足
度
の
高
い
市
政
運
営

A 市民に信頼される行政の実現

市民と行政との協働による
活動推進

1 多様な担い手の育成

2 コミュニティ協議会の活性化

市民サービスの向上 3 行政サービスの見直し

Ｂ 簡素で効率的な行政の実現

新公共経営の推進

4 施設の運営形態の見直し

5 選択と集中のための評価の実施

組織力の向上

6 人事管理の効率的な推進

7 職員力を高める環境整備と職場風土の醸成

安定した財政基盤の確立

8 市税等の収納率の向上

9 財政力の向上

10 公営企業会計の健全化

11 歳入の確保と地域経済の活性化
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２　第２次集中改革プラン後期計画（平成25～27年度）実施メニュー目標一覧表（進捗状況総括表）

計画
(%)

実績
(%)

１ 市民活動団体の育成 地域支援課 54団体 新規申請３団体 50 50 新規申請３団体 4

２
男女が共に多様な能力を
発揮できる環境づくり

地域支援課 11% 18% 50 50 25% 5

３
課題発見型コミュニティ協
議会への成長促進

地域支援課 5協議会 ８協議会 50 50 11協議会 6

４
市民活動における中間支
援のしくみづくり

地域支援課
検討

設置場所の決定

検討
施設概要及び管理運営手法決

定
50 50

方針決定・開設準備
契約の締結 7

５
認可保育園の延長保育
の拡充

幼児教育課 ６園 ７園 50 50 ８園 8

６
指定管理者制度導入施設の運
営状況の評価によるパートナー
シップの強化

企画政策課 指針・マニュアルの整備 新たな制度に基づく運用 30 30 継続実施 9

７
支所の今後の活用に関
する調査・研究

企画政策課
小笠総合サービ
ス課

方針決定
外部組織による調整・方針決定

市民への周知
審議結果に基づき市民へ周知 50 90

実施
運用開始 10

８ 普通救命講習会の推進 消防本部 5,250人 6,000人 50 67 6,550人 11

９
体育施設(３体育館及び
学校体育館以外)の指定
管理者制度の検討

社会教育課
都市整備課

検討
庁内検討会を組織し、検討

方針決定
教育委員会の承認、条例改正、

選定委員会開催
60 60

実施
運用開始 12

１０
給食センターの運営形
態の検討

教育総務課

検討
直営・委託比較、運営委員会、教
育委員会での方針決定、議会へ

報告

業務委託内容の
精査及び検討 50 50

業務委託の精査及び
検討内容の報告・確認 13

１１
デイサービスセンターの
運営形態の検討

長寿介護課

検討
管理運営形態の検討、計画案の

作成

方針決定
計画案に基づき方針決定 50 40 ※

実施
方針に基づき実施 14

１２ 新幼保園の運営の検討 幼児教育課
方針決定
条例制定

幼保園運営開始 50 50 継続運営（検証・検討） 15

１３ 補助金の見直しの実施 企画政策課、財政課 第1次候補事業の抽出
第2次候補事業の選定、補助金
仕分けの実施 70 70 予算反映、結果公表 16

１４
使用料・手数料の見直し
の実施

企画政策課、財政課 継続実施 準備 15 5 ※ 見直し実施 17

１５
民間委託基本方針の見
直し

企画政策課、財政課

対象事業の選定
担当課による自己評価

評価の確定
次年度予算反映、結果公表 60 50 ※ 継続実施 18

１６ 時間外勤務の抑制 総務課
職員一人当たり平均時間外時間

数を100時間以下に抑制
前年度実績を下回る 40 50 前年度実績を下回る 19

１７
職員数の管理と適正配置
の実施

総務課
継続実施
314人

継続実施
311人 50 50

継続実施
308人 20

１８
元気な菊川市を創造する
職員の育成

総務課
継続実施

研修参加人数300人
継続実施

研修参加人数300人 50 50
継続実施

研修参加人数300人 21

１９
現場からの業務改善の推
進と職員提案制度の改善

企画政策課
1課1係1人1件以上

提案制度の改善検討、実施
1課1係1人１件以上
政策提案制度の実施 50 50

1課1係1人１件以上
優秀事例発表会の実施 22

個人市民税90.80％ 個人市民税91.00％→91.90％ 個人市民税91.00％→91.90％

税務課 固定資産税95.30％ 固定資産税95.30％ 固定資産税95.30％ 23

軽自動車税93.00％ 軽自動車税93.00％ 軽自動車税93.00％

２１ 国保税の収納率の向上 市民課
現年分94.30％
滞繰分16.20％

現年分94.30％
滞繰分16.20％ 50 50

現年分94.30％
滞繰分16.20％ 25

２２
保育料等の収納率の向
上

こどもみらい課
現年分99.20％
滞繰分15.70％

現年分99.37％
滞繰分24.00％ 50 50

現年分99.37％
滞繰分25.00％ 27

２３ 給食費の収納率の向上 給食センター 現年分99.91％ 現年分99.91％ 50 50 現年分99.91％ 28

２４
上下水道料の収納率の
向上

水道課、下水道室
上水道現年分98.00％
下水道現年分98.32％

上水道現年分98.00％
下水道現年分98.32％ 50 50

上水道現年分98.00％
下水道現年分98.32％ 29

２５
介護保険料の収納率の
向上

長寿介護課

普通徴収分
現年分88.13％
滞繰分16.52％

普通徴収分
現年分88.35％
滞繰分16.54％

30 30
普通徴収分
現年分88.38％
滞繰分16.56％

30

２６
病院の未収金の収納率
の向上

菊川病院 未収金比率0.025％以内 未収金比率0.025％以内 50 50 未収金比率0.025％以内 31

２７
市営住宅使用料の収納
率の向上

都市政策課
現年分98.90％
滞繰分18.00％

現年分98.90％
滞繰分18.00％ 50 49 ※

現年分98.90％
滞繰分18.00％ 32

２８
実質公債費比率及び将
来負担比率の適正化

財政課 → → 15 100
実質公債費比率14.0％未満
将来負担比率110％未満 33

２９
積立金と借入金の差額の
黒字化

財政課 黒字化 黒字化 50 65 黒字化 34

３０
公共施設の長寿命化計
画の策定

財政課
検討・準備
施設の選定

基礎調査
調査の実施

公共施設の方針決定
40 30 ※

計画策定
各公共施設の長寿命化

計画取りまとめ
35

３１
公営企業会計（水道）の
経営健全化

水道課、下水道室 経常利益額30,000千円 経常利益額30,000千円 50 50 経常利益額30,000千円 36

３２
公営企業会計（病院）の
経営健全化

菊川病院 経常収支比率95％ 経常収支比率99％ 50 50 経常収支比率100％ 37

３３ 広告事業の検討 企画政策課 調査・検討・実施 実施（新規・継続） 50 50 実施（新規・継続） 38

３４ 地域産業の強化 商工観光課 → → 50 50
企業誘致3件
セミナーの開催

6次産業を1件以上創出
39

３５ ビジネス農業体への支援 農林課 15ビジネス農業体 16ビジネス農業体 50 100 17ビジネス農業体 40

３６ 茶業の振興 茶業振興室 3茶工場（当該年度実施数） 10茶工場（増加数） 30 30 10茶工場（増加数） 41

進捗状況（9月末）

平成27年度 ページ

市民と行
政との協
働による
活動推進

多様な担い
手の育成

コミュニティ
協議会の活
性化

市民サー
ビスの向
上

行政サービ
スの見直し

区　　分 担当課 平成25年度目標 平成26年度

新公共経
営の推進

施設の運営
形態の見直
し

選択と集中
のための評
価の実施

組織力の
向上

人事管理の
効率的な推
進

職員力を高め
る環境整備と
職場風土の醸
成

財政力の向
上

公営企業会
計の健全化

歳入の確保
と地域経済
の活性化

安定した
財政基盤
の確立

市税等の収
納率の向上

２０ 市税の収入率の向上 50 50
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３　第２次集中改革プラン　個別進捗状況

◆この資料の見方
この資料はPDCAサイクルに沿って記載されています。

D

C A

P

目標（％） 実施内容及び進捗状況（C） 課題と今後の取組み（A）

実績（％）

年次計画

最終達成状況

平成○年度実施内容（計画）
H25 H26 H27

実施メニュー 取組概要 数値目標 担当課

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

4

5

6

3月

1

2

3

9月 10月 11月 12月 1月 2月
取組概要

4月 5月 6月 7月 8月

9月又は3月までの取組みを表しています。 

9月又は3月までの実
績と進捗状況を記載し
ています。 

課題とそれを踏まえ
た今後の取組みを
記載しています。 

計画を記載しています。 
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　A　市民に信頼される行政の実現
　　◆　市民と行政との協働による活動推進
　　　１　多様な担い手の育成

1 継

取組概要 数値目標 担当課

市民活動団
体の育成

公共サービスの新た
な担い手となりうる
市民活動団体につ
いて、１％地域づくり
活動交付金制度の
検討を行い、交付申
請団体数を増加させ
る。

新規申請団体
数３団体
（各年度）

地域支援課

年次計画
H27H26H25

新規申請
３団体

平成26年度実施内容（計画）

・審査委員を新たに
委嘱し、様々な視点
から制度の検証を行
う。
・活動報告会等を通
じて、先進的な活動
を多くの団体に紹介
する。
・ＮＰＯ法人等に対し
個別に制度のＰＲを
行い、新規申請件数
を増やす。

新規申請
３団体

54団体

実施メニュー

目標（％） 実施内容及び進捗状況（C） 課題と今後の取組み（A）

50
　「菊川市１％地域づくり活動交付金審査委員会」を４
回開催。制度の概要説明や昨年度までの審査全般に
関する検証及び見直しを行うとともに、27年度事業分の
応募の手引き、審査要領等を確定し、９月18日より市民
への周知を開始した。（広報・HP掲載、H26交付団体・
NPO法人への募集案内送付、地区センター等への募集
案内配置、自治会回覧[10/2]など）
◎地域づくり団体受付期間：H26年10月14日～11月12
日
◎ｺﾐｭﾆﾃｨ協議会受付期間：H27年２月２日～２月23日

　27年度事業分の募集に向け、市の広報等に活動が
取り上げられた団体や、これまでに「市民活動なんで
も相談会」で相談を受けた団体、NPO法人等を中心に
個別に制度説明・ＰＲを行うことで、新規申請団体の件
数を増やしていく。

実績（％）

50

最終達成状況

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★

実
績 ★ ★ ★ ★

計
画 ★

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

3月9月 10月 11月 12月 1月 2月8月

１％地域づくり活動交付
金の適正な運用（審査
委員会･申請受付･公
開審査会）

2
１％地域づくり活動交付
金活動報告会の開催

取組概要

1

4月 5月 6月 7月

6

3
１％地域づくり活動交付
金制度のＰＲ

4 制度の個別説明・ＰＲ

5

審査委員会（①概要説明、②③制度内容見直し協議、④内容最終確認） 審査委員会（⑤事前確認） 公開審査会

最終審議会

活動報告会開催（市内事例２件、市外事例１件、ﾊﾟﾈﾙﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ）

申請受付（地域づくり）

申請受付（コミ協）

制度のＰＲ【随時】

公開審査会

募集要項の配布、周知（市HP、回覧等）

活動報告会企画書作成（発表団体の決定、討論テーマ検討）

制度の個別説明（ＮＰＯ法人や市民活動なんでも相談会利用団体、コミ協等から情報提供があった団体に対しＰＲを重点的に行う）

募集要項の配布、周知【9/18から周知開始】

制度のＰＲ【随時】

制度の個別説明

4



2 新

・男女共同参画推進
講演会を開催し、地
域における女性の参
画を促す。
・地域活動に参加す
るきっかけづくりとし
て市民活動推進講
座を実施。
・コミ協活動への女
性参画を促すﾃｰﾏを
絞った情報提供。
（防災、福祉）

男女が共に地域活
動へ積極的に参画
し、誰もが知識、経
験、技能を活かし、
まちづくりの重要な
担い手として活躍で
きるよう支援を行う。

コミュニティ協
議会役員のう
ち、女性の率
を25%とする

（従前値）
H24　８％

地域支援課 11% 25%

実施メニュー 担当課 平成26年度実施内容（計画）
H25 H26 H27

18%

取組概要 数値目標

目標（％） 実施内容及び進捗状況（C） 課題と今後の取組み（A）

50
　市民活動推進講座を２回開催。「若者にできること
…」、「５年後の働き方」をテーマに、若者達が地域貢献
活動に踏み出すきっかけづくりとなる講義を行った。（第
１回参加者16名 うち女性7名、第２回参加者23名 うち
女性10名）
　男女共同参画推進講演会のテーマをH24・25に引き
続き「女性と防災」に決定。講師と連絡を取り、開催日
の調整を行った。（12/4開催　会場：アエル小ホール）
　全11地区のコミュニティ協議会の定例会等に、延べ54
回（延べ68人）出席した。
　H26第１回男女共同参画推進懇話会を開催し、市の
施策や国、県の現状等について意見交換を行った。
　男女共同参画啓発セミナーに関する情報提供は、地
区センターや図書館等にチラシを配置した。（３回）

　過去２年の講演会は、男女共同参画の視点から見
た地域の防災について、女性の防災関係者が足りな
かったために避難所で起きていた事例、具体的な対
策法や訓練法などの話を講師から聞くだけの内容で
あったが、今回は講演だけでなく、参加者が課題や対
策法を話し合う機会をつくり、ワークショップ形式を取り
入れた参加型の講義となるよう計画する。
　今年度、加茂地区において、女性の視点に立った地
域防災を実現するための組織として「防災女性の会」
が設立されるなど、女性の地域参加に関する意識が
高まっている。加茂地区の活動を他地区に紹介しなが
ら、それぞれの地区に合った女性参画の仕組みの検
討を促していく。

※H26の各地区コミュニティ協議会における女性役員
の割合：12.0％　（全167人中20人）

実績（％）

50

年次計画

最終達成状況

男女が共に
多様な能力
を発揮できる
環境づくり

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画 ★ ★ ★ ★

実
績 ★ ★

計
画

★

実
績

計
画

実
績

計
画

★ ★

実
績

★

計
画

実
績 ★ ★ ★

計
画

実
績

3月

3
コミュニティ協議会定
例会等への地区担当
職員の参加

4
男女共同参画推進懇
話会の開催

5
男女共同参画啓発セミ
ナーに関する情報提供

9月8月 10月

6

取組概要

1
市民活動推進講座の
実施

2
男女共同参画推進講
演会の開催

2月4月 5月 6月 7月 11月 12月 1月

講演会実施による意識啓発 「テーマ：女性と地域防災」

コミ協定例会等への地区担当職員の参加（情報交換、指導助言） 【通年】

第1回懇話会（H25プラン進捗状況の報告、Ｈ26事業説明）

第２回懇話会（Ｈ26事業報告等）

県等が主催するセミナーの情報提供と参加促進（女性の能力開発、ワークライフバランスなど） 【随時】

実践塾第1回（講演会）

第３回（ﾌｨｰﾙﾄﾞﾜｰｸ）

第２回（講義） 第４回（ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ）

実践塾第1回（講義）

第2回（講義）

講師との連絡調整、開催日決定

5



　A　市民に信頼される行政の実現
　　◆　市民と行政との協働による活動推進
　　　２　コミュニティ協議会の活性化

3 継

コミュニティ協議会に
対し、市民活動支援
講座の開講や担当
職員を派遣すること
により、各協議会に
おける課題発見型活
動を推進する。

平成27年度ま
でに11協議会
で課題発見型
活動を年1回
以上実施

（従前値）
H24　３協議会

地域支援課 ５協議会

・コミ協定例会への
参画、先進事例紹
介、活動実施に向け
たアドバイス
・活動を促すための
テーマを絞った情報
提供　「ﾃｰﾏ：福祉」
・各コミ協代表による
懇話会を開催し、課
題発見型活動の情
報交換を行う

H25 H26 H27

８協議会 １１協議会

平成26年度実施内容（計画）取組概要 数値目標 担当課
年次計画

目標（％）

50

課題発見型
コミュニティ協
議会への成
長促進

実施内容及び進捗状況（C） 課題と今後の取組み（A）

　毎月第３水曜日にふじのくに西部NPO活動センター職
員が相談員となり「市民活動なんでも相談会」を開催し
ている。（９月末までの相談件数：延べ12件、７団体）
　セミナーへの職員参加は延べ５回のセミナーに延べ９
人の職員が参加した。
　全11地区のコミュニティ協議会の定例会等に、延べ54
回（延べ68人）出席した。
　コミュニティ協議会懇話会は、７月に先進地視察として
掛川市の「NPO法人 WAKUWAKU西郷」と「原泉地域立
森の都さくら咲く学校」を訪問。古紙回収、地域資源の
活用をコミュニティビジネスとして展開している団体の実
例から、組織の自立や市民活動の可能性について認
識を新たにした。（コミ協の会長、副会長を中心に全11
地区より計28名が参加）
　市民活動推進講座を２回開催。「若者にできること
…」、「５年後の働き方」をテーマに、若者達が地域貢献
活動に踏み出すきっかけづくりとなる講義を行った。

　今年度新たに３地区で地区社協がスタートし、これに
より11地区全てのコミ協で、福祉部会等が中心となっ
て地域福祉活動を推進していくこととなった。今後は、
８月から９月にかけて開催された「しあわせ懇談会」で
の意見や課題について社協と情報を共有しながら、活
動をサポートしていく。また、各コミ協において、防災に
関する課題発見型活動への動きが活発になりつつあ
るので、防災組織の強化に繋がる先進事例等の紹介
を随時行っていく。
　市民活動推進講座の参加者に対しては、社会貢献
活動への関心の高まりを、具体的な行動に繋げてい
けるよう、相談会等を通じて適切なアドバイスを行って
いく。

実績（％）

50

最終達成状況

実施メニュー

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画 ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★

実
績 ★ ★ ★ ★ ★ ★

計
画

実
績

★ ★ ★ ★

計
画

実
績

計
画

★ ★

実
績

★

計
画 ★ ★ ★ ★

実
績 ★ ★

計
画

実
績

2月 3月9月 1月

5
市民活動推進講座の
実施

5月 6月 7月

3
コミュニティ協議会定
例会等への地区担当
職員の参加

4

6

コミュニティ協議会懇
話会の開催

11月 12月10月

1

市民活動相談会を通じ
たコミ協・市民活動団
体等へのアドバイス及
びサポート

2
各種セミナーへの職員
の参加（コミ協、市民団
体等への情報提供）

取組概要
8月4月

市民活動なんでも相談会の開催【毎月】

第１回（先進地視察） 第２回（講義、先進事例紹介、情報交換等）

県や他市町が行う実践型セミナー等への職員の参加（コミ協へのフィードバック）及び情報提供（コミ協や市民活動団体からの参加促進） 【随時】

実践塾第1回（講演会）
第３回（ﾌｨｰﾙﾄﾞﾜｰｸ）第２回（講義）

第４回（ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ）

コミ協定例会等への地区担当職員の参加（先進事例の紹介、活動の提案、指導助言） 【通年】

第１回（先進地視察：掛川市内２団体）

実践塾第1回（講義）

第2回（講義）

6



4 新

現在は行政が直接
コミュニティ協議会や
市民活動団体に対し
て、運営についての
支援を行っている。
今後、自ら地域活動
を協働し、実践でき
るよう、中間支援体
制を構築する。

平成27年度に
方針決定

地域支援課 検討
方針決
定・運営
準備

・市民活動支援セン
ターの施設整備に要
する費用の予算化
（改修費、備品購入
費など）

検討
市民活動に
おける中間支
援のしくみづ
くり

実施メニュー 取組概要 数値目標 担当課
年次計画

H27

　センターの設置場所については、全庁的な調整
のなかでいくつかの候補地が挙がっていたが、実
施計画のヒアリングを通じて、H28・29は市役所本
庁舎の空きスペース、H30からは庁舎東館（新築・
H30供用開始予定）を使用するよう指示があった。
　当初、センターは本庁とは別の施設での運営開
始を想定していたが、H29までは本庁舎内のス
ペースを間借りすることになり、市役所と同じ業務
日・業務時間ではセンターとしての機能が十分活
かせないことが懸念される。
　今後は、庁舎内のどのスペースが利用可能な
のか関係課と協議を行うとともに、H28運営開始と
した設置スケジュールについても再検討していく。

実績（％）

50

平成26年度実施内容（計画）
H25 H26

目標（％） 実施内容及び進捗状況（C） 課題と今後の取組み（A）

50
　（仮称）市民活動支援センターの開設に向け、設
置場所をH28～29：市役所本庁舎内、H30以降：庁
舎東館（新設予定）と想定し、センター運営に関す
る今後５年間の必要経費を試算した。
　県西部地域及び中東遠地域の行政と中間支援
センターの職員による合同会議（西部5/15・中東遠
9/1）を通じて、各市町の市民活動の現状と、セン
ターの設置構想等について情報交換を行った。

最終達成状況

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

実
績

計
画 ★

実
績

★

計
画

★ ★

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

3月9月 10月 11月 12月 1月 2月8月

中間支援センターの設
立に向けた検討（他市
町のセンター運営に関
する情報収集）

2
センター設置場所の決
定

取組概要

1

4月 5月 6月 7月

6

3
政策会議、議会への
説明

4 予算要求

5

関連予算要求（改修費、備品購入費など）

議会説明（センター設置構想、候補地、予算）

センター設立の検討【通年】、他市町のセンター運営に関する情報収集【随時】

候補地決定

政策会議説明（センター設置構想、候補地）

関連部局との協議（候補地絞込み）

候補地決定

7



　A　市民に信頼される行政の実現
　　◆　市民サービスの向上
　　　３　行政サービスの見直し

5 新

延長保育未実施園（3園）について、現状の確認を行っ
た。

延長保育の補助金の対象となるには、通常保育時間
での保育士1名の加配などがあるため、保育士が不足
している園では厳しい現状がある。

目標（％） 実施内容及び進捗状況（C） 課題と今後の取組み（A）

・未実施園に対して
説明、実施への働き
かけを行なう

保護者の就労形態
の多様化に対応する
ため、通常の開所時
間（11時間）を超えて
保育を行う保育園を
拡充する。

延長保育実施
園数
H25　６箇所
H26　７箇所
H27　８箇所

（従前値）
H24　６箇所

幼児教
育課

実施 継続実施

平成26年度実施内容（計画）
H25 H26 H27

実施

取組概要 数値目標 担当課
年次計画

認可保育園
延長保育の
拡充

実施メニュー

最終達成状況

50

50

実績（％）

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

実
績

計
画

★ 　 　 　

実
績

計
画 　 　 　 　 　 　

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

7月4月

次年度以降の延長保
育未実施園への意向
調査。(実施要請)

5月
取組概要

1

6月

5

2
次年度の延長保育実
施予定園との事業調
整。

3
次年度実施の延長保
育事業に係る予算案
への反映。

4

2月 3月8月 9月 10月 11月 12月 1月

8



6 新

目標（％） 課題と今後の取組み（A）

　モニタリングマニュアルに従って、施設所管課が評価
を実施。6/11社会教育課の３体育館評価、8/27長寿介
護課のデイサービス・東部ふれあいプラザ評価時に
は、企画政策課行革担当も同席をした。
　指定管理者更新手続きについては、中部デイサービ
スと東部ふれあいプラザ第１回選定委員会を9/18に開
催（３年、非公募）。東部デイサービスセンターは休止と
した（方針決定）。３体育館は、体育施設を付帯する都
市公園等を含め指定管理者を導入するとした（方針決
定、５年、非公募）。

30

これまで指定管理者
制度を導入し、平成
24年度4月現在9施
設に導入している。
公の施設の設置目
的等に基づく適正な
施設の管理運営の
一層の推進を図るた
め、指定管理者制度
に係る手引きを作成
し、モニタリングマ
ニュアルの整備及び
モニタリングを行う。

平成25年度に
手引き、マニュ
アルを整備し、
平成26年度か
ら運用する。

社会教育
課

商工観光
課

長寿介護
課

企画政策
課

指針、
マニュア
ルの整備

新たな制
度に基づ
く制度運
用

　今後は、施設所管課の評価を基に、各施設選定委
員会において、第三者的立場から検証を行ってもら
う。
第三者評価の結果、ご意見等を今後の指定管理者制
度へスムーズに反映（ＰＤＣＡサイクル）していけるか、
注視が必要。
評価シートの作成にあたっても、実際評価してみると
判断に迷う案件が多く、年度間で統一した判断ができ
るか課題である。
　指定管理者更新手続きについては、体育館、体育施
設を付帯する都市公園等第１回選定委員会を10/3、
第２回選定委員会を11/7に開催予定。中部デイサー
ビスと東部ふれあいプラザ第２回選定委員会を10/27
に開催予定。いずれも、12月議会で指定管理者の指
定に関する議案を上程予定です。

実施内容及び進捗状況（C）

継続実施
期間評価を踏まえた
指定管理者の更新
手続の実施

担当課
年次計画

取組概要 数値目標実施メニュー

30

実績（％）

平成26年度実施内容（計画）
H25 H26 H27

最終達成状況

指定管理者
制度導入施
設の運営評
価によるパー
トナーシップ
の強化

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

○
体育

○
体育

○
デイ

○
体育

○
デイ

○
体育

実
績 体育 ・ デイ

計
画 デイ 体育

実
績 体育 デイ

計
画

実
績

計
画

★
デイ

★
デイ

★
体育

★
デイ

★
体育

実
績

★
デイ

計
画

実
績

計
画

実
績

6月 7月4月

1
施設所管課との協議
調整

2 評価シート作成

取組概要
5月

6 結果公表、市民周知

3 都市公園条例の改正

4 選定委員会の開催

5 議決、告示、本協定

2月 3月8月 9月 10月 11月 12月 1月

9



　A　市民に信頼される行政の実現
　　◆　市民サービスの向上
　　　３　行政サービスの見直し

7 新

目標（％）

50 　5月30日及び7月18日に開催された「支所の在り
方調整会議」にて中央公民館を増築し、支所機能
を移転する方向性を出した。
　これを受けて、８月20日に開催された「全員協議
会」にて議員に、8月28日に開催された「公民館運
営審議会」にて審議委員に対し説明し、概ねの理
解を得ることができた。

　10月に開催予定であるまちづくり審議会及び連
合自治会に向け、中央公民館増築部分の事務室
配置案等について明確にし、平成27年度当初予
算に反映していく。
　現支所の今後の活用方法については、平成27
年度以降に引続き検討していく。

実績（％）

90

支所の今後
の活用に関
する調査・研
究

実施

実施内容及び進捗状況（C）

新市建設計画で位
置付けが明確に示さ
れている期間以降
（平成27年度以降）
の支所について、今
後の活用や在り方に
関する調査・研究を
行い、外部組織の意
見を聞く中で決定す
る。

H27年度実施

企画政策
課
小笠総合
サービス
課

方針決定 市民へ周知

課題と今後の取組み（A）

　小笠支所の今後の
在り方の方針を決定
し、議会や市民へ公
表する。

取組概要 数値目標 平成26年度実施内容（計画）
H25 H26

担当課
年次計画

H27
実施メニュー

最終達成状況

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

★ ★ ★ ★ ★ ★ ★

実
績 ★ ★

計
画 ★ ★ ★ ◎

実
績

★

計
画

★ ★ ★

実
績 ★

計
画 ★

実
績

計
画 ★

実
績

計
画

実
績

6

3 議会（全員協議会）

4 まちづくり審議会

5

4月 5月 6月 7月

連合自治会

1

2 政策会議

8月

支所調整会議

3月9月 10月 11月 12月 1月 2月
取組概要

報告書素案作

報告書素案作

10



8 新

目標（％）

50 ①ホームページや市広報誌への投稿等により、応
急手当の普及活動を行った。また、あわせて普通
救命講習の受講者の募集を行い、多くの受講者を
募ることができた。
② 一般者で指導者育成講習会の受講を希望する
方に、指導者講習を実施し、地域の指導者１名を
育成した。
③９月９日(きゅうきゅうの日)に応急手当に関する
正しい知識と技術の習得に対する積極的な取り組
みをしている６事業所に応急手当協力事業所認定
証を交付し、更なる取り組みをお願いした。
④ 受付を随時行い、一般者や事業所への普通救
命講習会を実施すると伴に消防団、中学生を対象
に７～８月の間、集中的に講習を実施した結果、延
べ受講者が5,842名となった。

・継続的に応急手当の普及啓発活動を行うと伴
に、随時、普通救命講習会、応急手当指導者育
成講習会などを開催し、ＡＥＤを取り扱うことので
きる人の育成に取り組んでいく。

取組概要 数値目標

実施内容及び進捗状況（C）

担当課
年次計画

課題と今後の取組み（A）

・応急手当協力事業
所認定の制度等を
通じ、事業所の受講
者の増加を図る。
・指導者の育成及び
消防団員へ受講者
の推進を図る。
・一般市民への広報
を実施、受講者の推
進を図る。（出前講
座など）

普通救命講
習会の推進

H25 H26 H27

平成27年度ま
での総受講者
数
6,550人
　
(従前値）
H24まで4,910人

消防本
部

5,250人
（延べ受
講者数）

平成26年度実施内容（計画）

応急手当の実施に
より救命率を向上さ
せることを目的に、
応急手当指導者の
育成など、市民が普
通救命講習を受講し
やすい環境づくりを
図り、受講者数の増
員を目指す。

6,000人
（延べ受
講者数）

6,550人
（延べ受
講者数）

最終達成状況

実施メニュー

実績（％）

67

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

◎ ◎ ◎ ◎

実
績 ★ ★
計
画 ◎

実
績

★

計
画

◎

実
績 ★

計
画 ◎
実
績

計
画 ◎

実
績

計
画

実
績

4

応急手当協力事業所
認定

5 年度集計・検証

取組概要

応急手当の普及啓発
及び受講者募集につい
て広報紙等へ記載

4月 5月 6月

1

2

3

6

応急手当の指導者育
成講習会

普通救命講習会の開
催

3月7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

一般公募普通救命講習会開催 消防団・中学生 救急の日（医療週間） 随時受付一般公募普通救命講習会開催

案内通知 認定式

一般公募普通救命講習会開催 消防団・中学生

案内通知

講習会

随時、菊川市ホームページ投稿 菊川市広報誌記載
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　B　簡素で効率的な行政の実現
　　◆　新公共経営の推進
　　　４　施設の運営形態の見直し

9 継

実施内容及び進捗状況（C） 課題と今後の取組み（A）

平成26年度方
針決定

社会教育
課
都市整備
課

検討

管理者選定委員の
承認（教育委員会）
・指定管理者選定結
果の認定（教育委員
会）
・指定管理者指定、
設置条例、条例改定
の認定（議会）

目標（％）

実施メニュー 取組概要 数値目標 担当課
年次計画

実施

　体育施設の指定管理者制度導入については、公
園を含む12の体育施設を５年間、体育協会へ非公
募で委託する方針として、政策会議や定例教育委
員会、スポーツ推進審議会および議会全員協議会
へ説明を行った。
　このうち、指定管理料については、これまでの市
立３体育館の管理実績を検証の結果から成果と課
題を整理し、管理費や体育協会の育成・強化を次
期の指定管理業務に反映させ、積算した。
　また、これに伴う条例改正として、市都市公園条
例と公園条例の整合を図りながら協議を重ね、９
月議会へ上程した。併せて、条例施行規則や仕様
書及び募集要項についても協議を重ねた。

実績（％）

60

60

H27

　今後は、選定委員会の開催や市議会への結果
報告を経て協定の締結となるが、体育館以外の
新たな公園・グラウンド管理などについて、速や
かな業務移行ができるよう準備を進める必要があ
り、関係各課と打合せを行い、当初のスケジュー
ルを確認しながら進めていく。

市内14箇所あるグラ
ウンドなどの体育施
設について指定管理
者制度を導入する。
また、導入について
は体育施設が設置さ
れている公園全体を
含めて検討する。

平成26年度実施内容（計画）
H25 H26

方針決定

最終達成状況

体育施設（3
体育館及び
学校体育館
以外)の指定
管理者制度
の検討

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

★ ★

実
績

★
10

12

計
画

★ ★

実
績

15 26

計
画

★ ★ ★

実
績

★
22

20

計
画

★ ★

実
績

★
15

19

計
画

★ ★ ★

実
績

8

計
画

実
績

計
画

★ ★

実
績

計
画

★

実
績

8 協定締結

4 定例教育委員会

5 スポーツ推進審議会

選定準備

選定委員会

6

7

2 条例改正

取組概要

3 議会

4月 5月 6月

1 政策会議

1月 2月 3月7月 8月 9月 10月 11月 12月

方針説明（対象施設・公募･非公募・期間）

方針説明（対象施設・公募･非公募・期間）

全協へ条例説明

条例改正説明

案策定

上程

仕様書・協定書・要綱作成

選定結果報告

条例改正（案）

全協へ方針説明（対象施設・非公募・期間）

選定結果報告

選定結果報告

方針説明（対象施設・公募･非公募・期間）

条例改正説明 選定結果報告

12



10 新

実績（％）

50

課題と今後の取組み（A）

　６月定例議会の一般質問の回答で、給食セン
ターの一部民間委託については、実施時期が延期
と報告した内容を、６月１９日に開催した第１回の
給食センター運営委員に現状を説明した。
　現在１０月に開催される第２回目の運営委員会に
提示する資料の取りまとめを進めている状況であ
る。

　給食センター業務の一部民間委託については、
費用対効果の再検討や正規職員の配置替えな
ど、他課との協議を進める必要がある。

実施内容及び進捗状況（C）

方針検
討・決定

委託内容
の精査及
び検討

精査及び
検討内容
の報告・

確認

教育総
務課
（給食セ
ンター）

学校教育の一環とし
て責任を持って児
童・生徒に提供して
いる給食について、
給食の内容の充実と
効率的な運営を目的
に、給食センターの
運営形態を検討す
る。

平成26年度方
針決定

委託する一部業務
の個別内容について
精査・検討を進め、
給食センター運営委
員会で報告・協議を
行う。

平成26年度実施内容（計画）
H25 H26

給食センター
の運営形態
の検討

目標（％）

50

年次計画
実施メニュー 取組概要 数値目標 担当課

H27

最終達成状況

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

報
告

報
告

報
告

報
告

報
告

実
績

報
告

計
画

報
告

報
告

実
績

計
画

報
告

報
告

報
告

報
告

実
績

報
告

計
画

検討

実
績

検討

計
画

実
績

3月9月 10月 11月 12月 1月 2月

4
委託業務仕様書等の
検討

5

1

2 議会への報告

市長会への報告

8月

3
給食運営委員会への
報告

取組概要
7月4月 5月 6月

13



　B　簡素で効率的な行政の実現
　　◆　新公共経営の推進
　　　４　施設の運営形態の見直し

11 新
H26

目標（％）

40

課題と今後の取組み（A）

H27
平成26年度実施内容（計画）

H25

実施内容及び進捗状況（C）

50

検討 実施

　菊川市デイサービスセンターについて、平成27年
度以降における管理・運営形態を検討し、平成27
年度から29年度までの３か年に係る方針を決定し
た。決定した方針について、政策会議（７月及び８
月）での内容確認を経て、今期との変更点等を市
議会全員協議会への報告・説明を行った。
　また、指定管理者から提出された事業報告書の
内容について、指定期間における管理運営に対す
るモニタリング評価を行った。９月18日には、第１回
指定管理者選定委員会を開催し、次期指定管理
者選定に係る募集の概要及びスケジュール等の
説明を行うなど指定管理者選定の手続きに着手し
た。

　10月中旬に第２回指定管理者選定委員会を開
催して次期指定管理者を選定し、11月に市議会
全員協議会への説明を行う予定である。
　12月の議会において「指定管理者の指定につ
いて」の議会の議決を求める議案を提出し、平成
27年４月１日の指定管理開始に向けて準備を進
める。

デイサービスセン
ターの運営形態の計
画案を検討し、課題
等を解決する中で、
今後の方針を決定
する。

方針決定

菊川市社会福祉協
議会による指定管理
を実施している２デ
イサービスセンター
について、公の施設
として運営を継続す
るか検討する。

平成26年度方
針決定

長寿介
護課

実施メニュー 取組概要 数値目標 担当課
年次計画

実績（％）

デイサービス
センターの運
営形態の検
討

最終達成状況

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画 ◎

実
績 ◎

計
画

★ ★ ★

実
績 ★

計
画 ★ ◎

実
績

計
画 ★

実
績

計
画

実
績

3月8月 9月 10月 11月 1月 2月

5

6月

2 次期指定管理者選定

取組概要
7月4月

1

4
結果公表及び協定締
結

3 議会承認手続き

12月

方針の確定

5月

選定委員会 選定委員会 選定委員会

政策会議

協定締結

選定委員会

14



12 新

実施内容及び進捗状況（C） 課題と今後の取組み（A）

50

実績（％）

50

　幼稚部102名、保育部139名の合計241名で4月１日よ
り運営を開始した。保育部の延長保育や幼稚部の預か
り保育も同時に開始した。新設した施設のため、職員の
勤務体制や、施設の使い方などの研究を行っている。
　病後児保育事業について、実施園や園医と連携を図
り実施要綱を策定した。
　公立幼稚園保育園運営検討委員会でおおぞら幼保
園の運営について検証を行うため、委員と日程調整を
行い10月20日に開催することとした。

　病後児保育事業について、保護者への周知を
行う。
　公立幼稚園保育園運営検討委員会（10月20日
開催）でおおぞら幼保園の運営について検証を行
い、次年度予算や事業計画に反映する。

目標（％）

運営方針に基づき、
円滑な運営を行な
う。市幼保教育の検
討。

継続実
施・検証

検討

平成26年度実施内容（計画）

新幼保園の運営を
決定し、設置条例・
規則を制定する。

幼保園の運営
H25方針決定、
条例制定
H26幼保園運
営開始
H27継続運営

幼児教
育課

方針決定 供用開始

H26 H27

新幼保園の
運営の検討

実施メニュー 取組概要 数値目標 担当課
年次計画

H25

最終達成状況

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

実
績

計
画

役
員
会

総会
役
員
会

役
員
会

実
績

役
員
会

総会
役
員
会

役
員
会

計
画

調査
準備 調査 回収
集計 報告

実
績

計
画

実
績

4
事業進捗管理、次年度
計画への反映

1
内部打ち合わせ
(全体・学年別)

2
保護者会からの意見聴
収

4月 5月 6月
取組概要

3 保護者アンケート調査

1月 2月 3月7月 8月 9月 10月 11月 12月

委員
訪問
検討委
報告

委員訪問

各種会議において実施報告と実施予定の確認を行う。 主任以上会議、学年主任会議、学年別会議

各種会議において実施報告と実施予定の確認を行う。 主任以上会議、学年主任会議、学年別会議
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　B　簡素で効率的な行政の実現
　　◆　新公共経営の推進
　　　５　選択と集中のための評価の実施

13 新

課題と今後の取組み（A）

70

実施内容及び進捗状況（C）

実績（％）

70

目標（％）

各課
企画政策
課
財政課

準備

・第2次候補事業の
選定
・補助金仕分けの実
施
・結果の周知、公
表。予算への反映

継続実施

実施メニュー 取組概要

見直し実施

　各課と行政改革係と行う補助金見直しを７月９日
～７月１８日にかけて実施し、その結果を９月１日
に各課に通知した。
　また併せて行財政改革推進懇話会による補助金
見直し評価を実施するため、７月１日の第１回懇話
会で評価対象の補助金５件を抽出し、８月１８日の
第２回懇話会にて評価を実施した。

　評価結果に伴い担当各課で補助要綱を改正す
るため、改正内容が評価結果に沿った改正になっ
ているか確認する。
　懇話会で行った評価結果については、10月8日
に坂本会長より市長へ提言書という形で手渡され
る予定である。また提言書についてはホームペー
ジへ掲載し情報を公開していく。
　担当課と懇話会の評価が異なる補助金が１件
あったため、第３回懇話会において、最終的な評
価結果を報告する。

H25 H26 H27

補助金見直し指針に
則り、3年に1度の見
直しを実施する。

補助金仕分け
の実施

数値目標 担当課
年次計画

平成26年度実施内容（計画）

補助金の見
直しの実施

最終達成状況

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

★ ★ ★ ★ ★

実
績 ★ ★ ★

計
画 ★ ★ ★

実
績

★ ★

計
画

★ ★
◎ ◎

実
績

★ ★

計
画

◎ ◎

実
績

◎

計
画

実
績

計
画

実
績

2月 3月8月 9月 10月 11月 12月 1月

6

3
補助金
見直し

（外部評価）

4
補助金
見直し

5

6月 7月4月

1
行財政改革
推進本部会

2
行財政改革
推進懇話会

取組概要
5月

調書作成・懇話会委員抽出 抽出確定 外部評価実施

評価結果各課周知

調書作成・整理・ヒアリング準備

ヒアリング 評価結果各課周知

公表

公表

ヒアリング 評価結果各課周知
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14 新

15

課題と今後の取組み（A）

担当課

現行料金の継続実
施、見直し準備

H26 H27

　原価計算や実施方法の検討に向けて、他市の状
況等を確認した。特に、原価計算書については、消
費税率の変動に対応した様式とするため、その準
備を進めた。

　今後は、原価計算や実施方法を定め、現課へ
原価計算書の作成を依頼する。
　原価計算方法も含め、平成27年10月に予定さ
れる消費税率10％へ向けた使用料・手数料の準
備を進める。

平成26年度実施内容（計画）

継続実施 準備

目標（％）

実績（％）

実施内容及び進捗状況（C）

使用料・手数料見直
し指針に則り、サー
ビスコスト、受益者負
担割合、利用者区
分、減免対象範囲等
について、3年に1度
の見直しを実施す
る。

利用者負担の
適正化を図
る。

各課
企画政策
課
財政課

5

取組概要 数値目標
年次計画

見直し実
施

H25
実施メニュー

最終達成状況

使用料・手数
料の見直し
の実施

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

◎

実
績

計
画 ★

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画 ★

実
績

計
画

実
績

2月 3月8月 9月 10月 11月 12月 1月

6

3 原価計算書の作成

4 ヒアリングの実施

5 行革本部会へ報告

6月 7月4月

1
原価計算、実施方法の
決定

2 説明会の開催

取組概要
5月

17



　B　簡素で効率的な行政の実現
　　◆　新公共経営の推進

　　　５　選択と集中のための評価の実施

15 新

　計画では、7月～8月にかけて見直し評価の対
象となる委託費があるかどうか調査検討する予
定であったが、未実施となっている。
　10月以降において、計画で遅れている調査検討
を進め、見直しする必要がある委託費の有無を
確認していく。

実績（％）

50

目標（％）

60

実施内容及び進捗状況（C） 課題と今後の取組み（A）

　「民間委託等に関する基本方針」の改訂を６月18
日の第2回行財政改革推進本部会にて説明し了解
をいただいた。
職員への周知と併せて市のホームページに掲載し
公表を行った。

民間委託基本
方針の見直し
により委託事
業の再評価を
行う。

各課
企画政策
課
財政課

準備・実
施

実施 実施
次年度予算へ反映、
結果の公表

取組概要 数値目標 担当課
年次計画

平成26年度実施内容（計画）
H25 H26 H27

限られた財源の中
で、より質の高い
サービスを提供する
ため、既に実施して
いる民間委託につい
て、業務内容に応じ
た見直しを行う。

実施メニュー

最終達成状況

民間委託基
本方針の見
直し

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

実
績

計
画

★ ★

実
績

★ ★ ★

計
画

実
績

計
画

★

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

6

3
評価する委託費

の検討・抽出

4
委託費見直

しの実施

5

4月 5月 6月 7月

1

2
行政本部会
への報告

市民への公表

8月

民間委託基本方針
改正案の修正

3月9月 10月 11月 12月 1月 2月
取組概要

行革本部会 周知・公表

検討 抽出

周知

行革本部会 公表周知
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　B　簡素で効率的な行政の実現
　　◆　組織力の向上
　　　６　人事管理の効率的な推進

16 新

40

50

時間外勤務の抑制
に関する指針を策定
し、全庁的に周知す
る。職員の意識改善
を図り、計画的に業
務遂行するよう指
導・管理する。

実績（％）

職員の心身の健康
の維持、ワーク・ライ
フ・バランスの推進、
経費の削減等を図る
ため、時間外勤務の
抑制に努め活力ある
職場環境を構築す
る。

職員一人当り
年平均時間外
勤務時間数を
100時間以下
に抑制

（従前値）
H24　99.59時
間
(合計時間数
31,471.25時
間）

H25 H26
取組概要 数値目標 担当課実施メニュー

年次計画
平成26年度実施内容（計画）

目標（％） 実施内容及び進捗状況（C） 課題と今後の取組み（A）

総務課

職員一人
当り年平
均時間外
勤務時間
数を100時
間以下に
抑制

　業務量の多寡や休職職員の発生により、特定の係
や職員に時間外勤務が偏っている事態が見受けられ
る。また、時差出勤制度の試行により減少した時間外
勤務がある一方、水曜延長業務を本制度の試行によ
り対応することとした結果、時間外勤務が増加した所
属も生じている。
　今後は、「時間外勤務の抑制に関する指針」に基づく
適正な管理の下に、勤務実態について所属長へのヒ
アリングなどにより状況把握に努め、改めて課内にお
ける時間外勤務の平準化や適正な運用が図られるよ
う、指示・指導を行っていく。
　また、時差出勤制度の試行については、その効果を
見極め、本格導入を行うか否かの結論を出していく。

前年度実
績を下回
る

前年度実
績を下回
る

　時間外勤務の抑制に関して、目的、目安時間、具体
的方策、所属長及び所属職員の配慮事項を規定した
指針を定め、職員に周知するとともに４月25日から施行
している。
　併せて、所属長には指針に基づき時間外勤務を適正
に行うよう指示し、新たに作成した「時間外勤務管理
シート」を活用して所属内における毎月の時間外勤務
実績時間数を入力するなどの管理を行うとともに、８月
から職員の健康管理と時間外勤務の縮減を目的とした
時差出勤制度の試行を開始した。

H27

時間外勤務
の抑制

最終達成状況

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

★

実
績 ★

計
画 ★ ★ ★ ★

実
績

★

計
画

★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★

実
績 ★ ★ ★ ★

計
画 ★ ★ ★

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

7月 8月 3月9月 10月 11月 12月 1月 2月4月 5月 6月

時間外勤務管理シート
作成（計画時間の算
出、見直し）

取組概要

指針の職員への周知1

2

6

3
時間外勤務管理シート
での実績管理

4
管理職員への資料提
供、指導

5

19



17 継

年次計画

50 　組織機構改革について、各部との意見調整を実
施するとともに、次年度、新たに生じてくる事務の
所管について、調整を行った。
　専門性の高い職員により業務を行う部署や職員
等の欠員が生じた部署など、非常勤職員等を必要
とする部署には、個々の状況に合わせ非常勤職員
等を適正に配置した。
　職員力の向上により組織力をさらに高めるため、
３市広域研修、外部研修などの職員研修を実施
し、職員の資質向上の取組みを行っている。
　また、26年度末退職者を把握し、必要とする職
種・人員を確保するため職員採用選考試験を実施
した。

　簡素で効率的な行政を目指す中で、県からの権
限移譲や人口減少対策など、市が対応を迫られ
る業務は増加傾向にある。
　26年度後期では、Ｈ27に行う組織機構改革をＨ
27当初予算に適確に反映させ、市民への説明・
周知を適切に行っていく。また、非常勤職員等の
配置について、現場の状況を見極め、適正に配
置していく。
　職員研修について、３市広域研修計画に基づ
き、職員研修を引き続き実施し、職員の資質向上
に努めていく。また、夏期に行う職員採用選考試
験は終了したが、採用必要数に満たないため追
加試験を実施していくこととする。

実績（％）

50

実施メニュー 取組概要 担当課
H26

目標（％）

数値目標

組織機構の見直しと
ともに、業務改善を
進め業務の見直しを
図る。また、研修等
により人材の育成に
努め、職員力を向上
させる。

行政運営の一層の
効率化・合理化を進
めるとともに、時代に
即した機能的な組織
体制の構築を進め
る。
第2次定員適正化計
画に基づく定員の適
正化に努め、重要施
策や新たな行政課
題に適切に対処する
ための適正な職員
配置により市民サー
ビスの向上を目指
す。

（消防・病院を
除く職員数）
平成27年度
308人（目標）

（従前値）
H24　313人

総務課

平成26年度実施内容（計画）
H25

継続実施
(314人)

継続実施
(311人)

継続実施
(308人)

実施内容及び進捗状況（C） 課題と今後の取組み（A）

H27

職員数の管
理と適正配
置の実施

最終達成状況

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

★ ★

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

7月 8月 3月9月 10月 11月 12月 1月 2月
取組概要

組織機構改革の実施1

5月4月 6月

6

2 非常勤職員等の活用

3
職員研修による人材育
成

4
職員の新規採用等人
事管理

5

スケジュール確認 調整作業
政策会議 政策会議

議会説明

当年度の非常勤職員等の配置調整、次年度の非常勤職員等の配置確認（次年度予算の確認）

３市広域研修計画に基づく３市広域研修、外部研修の実施、職場研修、選抜指名研修の実施

年度末退職者の把握
採用試験実施

※ 追加試験の実施 人事配置等調整

スケジュール確認 調整作業

当年度の非常勤職員等の配置調整

３市広域研修計画に基づく３市広域研修、外部研修の実施、職場研修、選抜指名研修の実施

年度末退職者の把握 採用試験実施

20



　B　簡素で効率的な行政の実現
　　◆　組織力の向上
　　　７　職員力を高める環境整備と職場風土の醸成

18 継

目標（％） 実施内容及び進捗状況（C） 課題と今後の取組み（A）

　10月以降に実施予定の研修についても、引き続
き効果的な開催・職員派遣を行っていく。
≪３市研修≫
　研修ごとの採点結果や受講者からの意見を基
に、３市研修担当者で次年度の実施内容(カリ
キュラム内容の修正、講師変更等）について協議
を行い、計画案を策定する。なお、H27～29の研
修計画策定に向け職員アンケートを年度末に実
施する計画で進めている。
≪職場研修（市単独研修）≫
　10月にメンタルヘルス研修を、H26新規採用職
員、新任監督者（主任主査・係長）、管理職の３階
層を対象に実施し、メンタルケアの知識習得を
図っていく。
また、同じく10月に効果的なプレゼンテーション技
術の習得を目的とした「話し方講座」を実施し、研
修成果の効果的な伝達技術習得を図っていく。

実績（％）

50

　３市広域研修計画に基づく研修参加者の募集を４月
に行い、受講申込者は258人、基礎研修（指名）を含め
た受講予定者数は380人（年間）。以降、９月末までに開
催される各種研修に対し、該当受講生を派遣している。
≪３市研修≫
　菊川市、御前崎市、牧之原市の合同実施の３市広域
研修は、９月末時点で計14 回開催し、当該受講生を派
遣している。また、実施済みの研修は、研修内容、効果
をチェックシートにより確認するとともに、直接受講生か
ら意見（口頭及び研修報告書）を記録し次年度の研修
内容向上の材料とする。
≪職場研修（市単独研修）≫
　法制執務研修(26人)、新規採用職員研修（8日間×15
人：延べ120人）を実施し修了した。
《指名選抜研修》
　派遣者（５人）を決定し、９月までに２名を派遣した。

50

自主選択制度（セル
フ・セレクション）によ
る研修の推進
「職員アンケート
（仮）」の試行

平成26年度実施内容（計画）
H26 H27H25

年齢・経験年数・職
階に応じた中長期的
な研修計画に基づ
き、求められる政策
法務能力や政策形
成能力などの向上に
向けた職員研修を継
続的に実施し、職員
の能力を高める。併
せて、職場内におけ
るＯＪＴを活性化させ
ることで、研修により
習得した「能力」を
「職員力」へ変えてい
く。

研修参加職員
数（各年）300
人

（従前値）
H24  174人

総務課 継続実施 継続実施 継続実施

取組概要 数値目標 担当課
年次計画

実施メニュー

元気な菊川
市を創造する
職員の育成

最終達成状況

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画 ★ ★

実
績 ★ ★

計
画 ★

実
績 ★

計
画 ★ ★ ★ ★ ★ ★

実
績 ★ ★ ★ ★ ★ ★

計
画 ★ ★

実
績 ★
計
画 ★ ★ ★ ★

実
績 ★ ★ ★

計
画 ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★

実
績 ★ ★ ★ ★

2月 3月

6
行政課題に対応した指
名選抜研修の実施

8月 9月 10月 11月 12月 1月

5

1
3市広域研修計画に基
づく研修の実施

2

3

3市広域研修の充実

職場状態に応じた配慮
の行き届いた研修

取組概要
4月 5月 6月 7月

4

外部研修への派遣

職場委託研修の開催

受講者の募集・決定

受講者の公募

メンタルヘルス研修法制執務研修の実施(公募)

実施希望調査

（研修通知に記載）
各職場からの実施要請（４月の調査時及び随時）を受け、他２市と次年度に向けた検証を調整を行う

「３市広域研修」、「静岡県主催研修」、「市町村振興協会」が実施する各種研修に派遣（３市広域研修においては、効果的な実施）する。

個々の研修が狙った効果を果たしているか等随時検証・フィードバックを行い、さらなる実施効果の向上を図る。

派遣者選考・決定
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19 継

目標（％）

H27
平成26年度実施内容（計画）

年次計画
H25 H26

実施内容及び進捗状況（C） 課題と今後の取組み（A）

50 　行政事務改善委員会は、計画どおり４月、７月、
９月の３回開催した。
　５月職員提案推進月間では、『行政提案型 協働
のまちづくり』のテーマで、協働事例を募集し、232
件の提出をいただいた。実施効果の見込まれるも
のは、7/4付けで地域支援課市民協働係（菊川市
協働のまちづくり推進庁内ワーキンググループ）へ
事業の具体化を依頼した。
　また、平成26年度新たな取組みとなる、職員投票
や優秀事例発表会について、実施に向けた事業概
要をまとめた（9/8第３回行政事務改善委員会）。
　９月末現在の改善・提案提出件数は、346件（目
標521件）です。

　平成26年度改善・提案制度目標件数の521件に
向けて、10月業務改善推進月間等を活用して目
標達成を目指す。
　また、改善新聞（10月）、職員投票（11/19～
11/26）、フィードバック（３月）、優秀事例発表会
（４月）等を実施し、効果の水平展開を図る。
　審査（選定作業）については、職員投票実施後
の11/27～12/26に実施し、最優秀賞・優秀賞を
決定、１月の課長会議で職員へ公表する。また、
1/30人事評価へ反映し、2/20表彰受賞者と所属
長の面談を予定。

実績（％）

50

最終達成状況

推進月間の実施、管
理職への啓発、政策
提案の募集、表彰式
の実施、取組内容の
検証、優秀事例発表
会の研究。

継続実施

取組概要 数値目標 担当課

職員研修等により習
得した資質・能力を
発揮する機会とし
て、業務改善や職員
提案を一層奨励す
る。現場の発想を活
かした業務改善制度
を推進し、経費や時
間の削減、市民サー
ビスの向上を図ると
ともに、職員提案制
度を充実させ、優れ
た提案の施策等へ
反映させる

業務改善・職
員提案数
１課１係１人１
件以上

（従前値）
H24　526件

企画政策課

提案制度
の改善の
検討・実
施

継続実施

現場からの
業務改善の
推進と職員
提案制度の
改善

実施メニュー

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画 ★

実
績 ★

計
画

★
１回

★
2回

★
3回

★
4回

★
5回

実
績

★
１回

★
2回

★
3回

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

★
投票

★
フィード

バック

実
績

3 推進月間の実施

4
改善新聞等で優秀事
例を紹介し、水平展開
を図る

5
職員投票、フィードバッ
クの実施

7月 8月 9月 10月

行政事務改善委員会
の開催

取組概要

1
表彰式の開催、広報・
ＨＰ掲載

2

11月 12月 1月 2月 3月4月 5月 6月
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　B　簡素で効率的な行政の実現
　　◆　安定した財政基盤の構築
　　　８　市税等の収納率の向上

20 継

担当課

税務課

数値目標

（個人市民税：現年分
+過年度）
【変更後】
H25 90.80％以上
H26 91.90％以上
H27 91.90％以上
↑
【変更前】
H25 90.80％以上
H26 91.00％以上
H27 91.00％以上
（H24　90.39%）

（固定資産税：現年分
+過年度）
H25 95.30％以上
H26 95.30％以上
H27 95.30％以上
（H24　95.35%）

（軽自動車税：現年分
+過年度）
H25 93.00％以上
H26 93.00％以上
H27 93.00％以上
（H24　93.20%）

現年分については、
口座振替納税の推
奨や現年滞納者へ
の電話催告などを実
施するとともに、滞繰
分については、滞納
者の実態調査を行
い、差押等の滞納処
分や執行停止、静岡
地方税滞納整理機
構等への事案移管
など個別案件に即し
た処理を計画的に実
施する。

・口座振替推進⇒口座振
替キャンペーンの実施、
納税通知発送時依頼書
同封、窓口来庁者へ新規
登録勧奨
・初期滞納者対策⇒催告
書の発送、滞納整理、電
話催告、納税相談
・執行停止者の抽出（出
国者、相続者なし死亡
者、財産無者、生活困窮
者、行方不明者等）⇒実
態・生活（面談）・財産・給
与調査等の実施
・差押⇒納付約束不履行
者、納税意識のない者

H26 H27

継続実施 継続実施 継続実施

取組概要
年次計画

平成26年度実施内容（計画）
H25

実施メニュー

市税の収入
率の向上

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績
計
画
実
績
計
画
実
績
計
画
実
績
計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

12
催告書発送、財産調査
差押捜索実施（随時）

13
口座振替キャンペーン
等による推奨

8
納付約束不履行者に
対する監視（差押処分
まで）

9 催告状一斉発送

10
滞納整理機構への移
管

11 48条による移管

7
職員一斉による滞納整
理

4月

1
再催告書一斉発送（Ｈ
25年度）電話・来庁対応

2
再催告者への財産調
査、差押

取組概要

6
催告書一斉発送・電
話・来庁対応（Ｈ26.1～２
期分）

2月 3月8月 9月 10月 11月 12月 1月

担当課（税務課・市民
課国保年金係）による
滞納整理

5
納付約束不履行者に
対する差押処分

7月5月 6月

3
催告書一斉発送Ｈ26年
度１期のみ

4
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目標（％）

50

実施内容及び進捗状況（C） 課題と今後の取組み（A）

実績（％）

50

・初期滞納者を減らすため、現年度のみ未納のある者
に対し、適宜催告書を発送し滞納整理を実施する。

・滞納繰越分がある滞納者に対し、財産調査を行い差
押えや執行停止による滞納処分を実施していく。

・催告書一斉発送　⇒　Ｈ26年４月（国保Ｈ25随時）と５
月(固定１期と軽自)納期未納者788人分送付(７月）
・税務課・市民課国保年金係による滞納整理（臨戸）
⇒　8/11～8/29　対象279人
・H25年度滞納整理機構への移管完了
・H26年度滞納整理機構への移管　⇒10人分、滞納額
14,695,126円（督促・延滞含）を移管し、６月１日から機
構にて移管開始
・口座振替推進　⇒口座振替キャンペーンを実施（期間
5/1～8/29）。納税通知書発送時に口振依頼書及びチ
ラシを同封するとともに窓口来庁者への新規登録の勧
奨を行い、キャンペーン期間中に1,287件の新規申し込
みを受けた。
・催告書発送、差押、執行停止（随時）
 
【徴収率（８月末現在）】集中改革プラン (H25の徴収率)
（現年分＋過年度）　合計　49.06％　（48.74%）
　・市民税　   32.49％　（32.94%）
　・法人市民税　92.27％　（92.80%）
　・固定資産税　54.54％　（54.21%）
　・軽自動車税　92.65％　（91.86%）

※6月に静岡県個人住民税徴収対策本部会議におい
て、平成26年度の数値目標の見直しが行われ目標を
上方修正した。

最終達成状況
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　B　簡素で効率的な行政の実現
　　◆　安定した財政基盤の構築
　　　８　市税等の収納率の向上

21 継

担当課 平成26年度実施内容（計画）
H25 H27

引続き税務課と市民
課連携による国保税
収納の取組みを行
う。短期被保険者証
の発行をはじめ催告
等、滞納者との接触
機会を増やし納付を
促す。取組内容を検
証し収納率を確認す
る。

H26

継続実施

実施メニュー
年次計画

数値目標

継続実施

口座振替納税の推
奨や現年滞納者へ
の電話催告などを実
施する。また、短期
被保険者証の交付
及び資格証明書の
発行など実施する。

収納率
H25 現年分94.30％
　　　滞繰分16.20％
H26 現年分94.30％
　　　滞繰分16.20％
H27 現年分94.30％
　　　滞繰分16.20％

　従前値
H24　現年分94.20%
　　　　滞繰分15.81%

税務課
市民課

継続実施

取組概要

国保税の収
納率の向上

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

① ② ③

実
績 ②

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画 ②

①
②

①
②

①
②

実
績

①
②

計
画

実
績

2月 3月8月 9月 10月 11月 12月 1月

6
居所不明者の調査・資
格職権削除

3 催告書一斉発送

4
保険証更新時に一斉
来庁要請

5

資格証明書（①）、短期
被保険者証（②）交付
時における催告・相談
等

7月4月

税務課・市民課共同に
よる電話催告（①）、滞
納整理（②）、職員一斉
滞納整理（③）

2
納付約束不履行者に
対する滞納処分

5月
取組概要

1

6月
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目標（％） 実施内容及び進捗状況（C） 課題と今後の取組み（A）

50

実績（％）

50

(1)
・税務課と市民課国保年金係との合同で滞納整理を実
施した。
　（8/11 ～8/29、対象者237人）
(2)
・国保税の滞納者に対する差押えを実施した。（9件・4
～7月）
・H25年度滞納整理機構への移管完了
（国保分 H26年4・5月、期間外実績 434,590円、移管当
初～3,518,478円）
・H26年度分滞納整理機構への移管
（国保分 10人、9,124,100円）を実施し、6月1日から機構
にて開始。
・8月末現在の財産調査（全税目）996人、差押え21人、
参加差押え1人
(3)
・催告書の一斉発送を実施した。（国保H25随時）
(4)
・10月被保険者証の一斉更新に伴う滞納リストを作成
し、収納状況等の調査を実施した。
(5)
・6月末短期被保険者証交付者に納付依頼を行うと共
に保険証の更新を行った。（273世帯）
・6月末短期被保険者証交付者で納付約束不履行者
67世帯に呼出通知を発送し、来庁要請と納付相談を行
い納付を促した。
・1年以上の未収納・未折衝で、H23年度以前から未納
がある者に対し弁明通知を送付した。弁明がない者は
資格証に切替えた。
(6)
・7月下旬、居所不明者の調査を税務課と実施した。（6
世帯）

（その他）
・8月末までの国保過年度分収納額20,041,702円、収納
率7.16％
・給付申請に来た滞納世帯に対し納付相談を実施し、
11件、203,164円（4～8月）を国保税に充当させた。

(1)(3)
・H26年度分新規滞納者に対する催告書の一斉発送
（11月、3月）及び全職員による一斉滞納整理の実施
する。（12月）
(2)
・H25年度よりも前からの過年度滞納者について、差
押えによる滞納処分、分割納付者に対する納税監視
を引続き実施する。（随時）
・家宅捜索を実施する。
(4)
・10月の被保険者証の一斉更新に伴い、過年度分未
納者に催告状を発送し、来庁要請と共に納税相談を
行い納付を促す。
（新規短期証該当者）
(5)
・短期被保険者証、被保険者資格証明書も交付を実
施する。
(6)
・居所不明者の国保資格の職権消除を行う。

（その他）
・口座振替の推進を図る。

最終達成状況
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　B　簡素で効率的な行政の実現
　　◆　安定した財政基盤の構築
　　　８　市税等の収納率の向上

22 継
H26

実施内容及び進捗状況（C）

H25

目標（％） 課題と今後の取組み（A）

督促通知毎月発送
電話催促毎月実施
催告書発送：5月　6件
戸別訪問：6月　7件、8月　5件
児童手当からの徴収：6月　32件（948,000円）
所得状況調査：3件

12月に戸別訪問の実施
差押に向け預金調査等実施
10月、2月に児童手当からの徴収を予定

平成26年度実施内容（計画）
H27

個別相談の実施、電
話督促、集中期間の
通知、督促

継続実施

誓約書による意識付
け、電話による定期
的な督促、分納や児
童手当の充当など
確実な収納管理を行
なう。

保育料収納率
H25 現年分99.20％
　　　滞繰分15.70％
H26現年分99.37％
　　　滞繰分24.00％
Ｈ27現年分99.37％
　　　滞繰分25.00％

　従前値
 H24 現年分99.2％
　　 　滞繰分　7.4％

幼児教
育課

継続実施 継続実施

取組概要 数値目標 担当課
年次計画

実施メニュー

保育料等の
収納率向上

最終達成状況

50

実績（％）

50

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

児童手当からの特別徴
収

計
画 ★ ★ ★

実
績 ◎

個別相談
計
画

実
績

電話督促
計
画

実
績

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

【集中期間】
通知・督促

計
画

実
績 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

誓約書、分納計画書の
提出

計
画

実
績 ◎

3

4

5

4月 5月 6月

1

2

取組概要
1月 2月 3月7月 8月 9月 10月 11月 12月
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　B　簡素で効率的な行政の実現
　　◆　安定した財政基盤の構築
　　　８　市税等の収納率の向上

23 継

年次計画

実施内容及び進捗状況（C）

実績（％）

課題と今後の取組み（A）

　未納者については、学校から直接働きかけ徴収
するとともに、給食センターと連携を取り合いなが
ら面談し、完全納付に向けた取り組みを実施し、5
名から33,184円の納付があった。5名の内1名が完
納し、分納の約束も交わすことができた。
　現年分についても順調に納付ができているが、
問題のある未納者について今後学校と協力し問題
を解決していく計画である。

　現年分の給食費全額未納者の対応について、
学校と協力し就学援助金からの納付や、児童手
当からの納付を進める。

実施メニュー 取組概要 数値目標 担当課

未納者については、
学校から直接働きか
け徴収するとともに、
給食センターと連携
を取り合いながら面
談し、完全納付に向
けた取り組みを実施
する。

収納率
H25 現年分99.91％
H26 現年分99.91％
H27 現年分99.91％

（従前値）
H24 現年分99.80%

教育総
務課
（給食セ
ンター）

継続実施 継続実施

H25 H26 H27

継続実施

・学校との情報共有
・電話連絡及び督促
状の郵送
・未納者への訪問

平成26年度実施内容（計画）

目標（％）

50

給食費の収
納率の向上

最終達成状況

50

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

★ ★ ★ ★

実
績 ★

計
画 ★ ★

実
績

★ ★

計
画

実
績

計
画

実
績

6

3 未納者への訪問

4
当該年度の未納状況
確認及び相談

5
未納者の情報共有の
ための給食担当者へ
の連絡

1月4月 5月 6月
取組概要

1

小中学校、幼稚園と前
年度までの未納状況確
認及び相談（家庭状況
確認）

2月

2
前年度までの未納者へ
の督促通知発送

3月7月 8月 9月 10月 11月 12月

28



24 継

実施内容及び進捗状況（C） 課題と今後の取組み（A）

50

実績（％）

50

取組概要 数値目標

継続実施 継続実施

(1)　給水停止措置の期間短縮運用を引続き実施した。
(2)　５月１日から税務課との連携により、口座振替キャ
ンペーンを実施し、８月末現在の新規口座振替登録者
は210件となった。

上水道の８月末の現年度収納率は９６．７１％で、前年
同月比
０・３４％増加となった。
下水道の８月末の現年度収納率は９８．１７％で、前年
同月比
０．１１％増加となった。

お客さまセンターと連携し、目標を達成するため
収納率向上に努める。

・給水停止措置の実
施及び実施要件の
見直し
・税務課との連携強
化
・口座振替登録者数
の増加（新規加入使
用者への推進）

平成20年4月から上
下水道料金の賦課・
徴収業務を民間事
業者に委託してい
る。
平成25年度からの
委託更新に合わせ
更なる収納率の向上
を目指す。

現年分収納率
上水道98.00%
下水道98.32%

　従前値
　H24　上水道97.9%
　　　　　下水道98.3%

水道課
下水道

課
継続実施

担当課
年次計画

平成26年度実施内容（計画）
H25 H27H26

実施メニュー

目標（％）

上下水道料
の収納率の
向上

最終達成状況

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

2月 3月8月 9月 10月 11月 12月 1月

6

3

4

5

7月4月

給水停止措置の実施

2
口座振替登録者の増
加の推進

5月
取組概要

1

6月

給水停止措置の期間短縮運用の実施

税務課との連携による口座振替キャンペーンの実施
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　B　簡素で効率的な行政の実現
　　◆　安定した財政基盤の構築
　　　８　市税等の収納率の向上

25 継

取組概要

実施内容及び進捗状況（C）目標（％）

30

実績（％）

30

　年度切り替えによる欠損処分を実施し、平成25
年度決算が確定した。
　納期限後の収納状況を確認し、未納者への督促
を実施した。

　引き続き、納期ごとの収納状況と未納への対応
（督促）を実施する。
　臨宅による滞納整理に向け、実施体制を早期に
構築し、計画的に滞納整理を実施していく。
　また、特別催促についても準備・実施していく。
　滞納整理について、計画に比べ進捗が遅れて
いるので、滞納整理を実施する時期に基づく全体
スケジュールを再構築する。

課題と今後の取組み（A）

継続実施 継続実施 継続実施

数値目標 担当課

・現年分・滞納繰越
分の未納者宅を訪
問し、滞納整理を行
う中で、給付指導及
び相談を実施する。
・介護保険事業の趣
旨の普及に努め周
知を図る。

平成26年度実施内容（計画）
H25 H26

年次計画

現年度分・滞繰分の
未納者宅を訪問し、
滞納整理を行う。介
護保険制度につい
て、周知を図る。

【数値目標】
特別徴収分・・・100%
普通徴収分・・・「数
値目標等」のとおり

収納率（普通徴収）
H25 現年分88.13％
　　　滞繰分16.52％
H26 現年分88.35％
　　　滞繰分16.54％
H27現年分88.38％
　　 滞繰分16.56％
　
　従前値
 H24 現年分88.1％
　　　 滞繰分16.5％

長寿介
護課

H27
実施メニュー

介護保険料
の収納率の
向上

最終達成状況

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

→ → → → → → → →

実
績 → → → → → → → →

計
画 → → → → → → → → → → → →

実
績

→ → → → → →

計
画

→ → → → → → → → → → → →

実
績 → → → →

計
画 → → → → → → → → → → → → → →

実
績

計
画 → → → →

実
績

計
画

実
績

6

3 催告

4
臨宅による滞納整理の
実施

5 特別督促の実施

2 未納状況確認

取組概要
1月4月 5月 6月

1
年度切り替えによる
不能欠損処理

2月 3月7月 8月 9月 10月 11月 12月
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26 継

50

実施内容及び進捗状況（C）

未収金の主要因で
ある入院費の窓口
分納や交通事故に
よる保険会社一括支
払等に対し重点的に
対応する。

各年度ごとの医
業収益に対する
最終的な未収金
比率を0.025％
以内とする。

（従前値）
H23　0.26%

菊川病
院

継続実施 継続実施 継続実施

取組概要 数値目標 担当課
年次計画

平成26年度実施内容（計画）
H25 H26 H27

・クレジット払いの運
用継続
・交通事故患者の運
用継続
・未収金回収運用継
続

課題と今後の取組み（A）

　これまでの課題であった窓口クレジット払い導入
のため、病院会計規則の改定手続きを行なった。
　窓口未収金対応については、運用マニュアルに
従って定期的な回収業務を継続している。
　25年度分の未収金残高は、現時点において目標
比率に届いていないが、目標に達した前年同時期
の経過とほぼ同じような状況であるため、後期も同
様の取組みを継続することにより、目標達成は可
能と思われる。

　メディカルクレジット対応のため、業者選定手続
きに取りかかること。
　前年同時期と比較した場合、外来未収分の増
加が目立つため、原因を調査し重点的に対応を
行なう。

50

最終達成状況

病院の未収
金対策の実
施

実績（％）

目標（％）

実施メニュー

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

確
認

確
認

確
認

確
認

確
認

確
認

確
認

確
認

確
認

確
認

確
認

確
認

実
績 ★ ★ ★ ★ ★ ★

計
画

対
応

対
応

対
応

対
応

対
応

対
応

対
応

対
応

対
応

対
応

対
応

対
応

実
績

計
画

◎

実
績 ★

計
画

実
績

計
画 ★

実
績

計
画

実
績

6月 7月4月

1
外来未収金額（月次）
及び前年度比の確認

2
上記調査結果に基づく
対応（分析・請求・督促
など）

取組概要
5月

6

3
クレジット払い導入のた
め、病院会計規則の改
定

4
クレジット払いの導入手
続き

5
クレジット払いの導入
　・運用調整

2月 3月8月 9月 10月 11月 12月 1月
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　B　簡素で効率的な行政の実現
　　◆　安定した財政基盤の構築
　　　８　市税等の収納率の向上

27 継

50
収納率　現年分　48.33%　　過年度分　8.63%　（9月末）
①毎月20日頃督促状を発送した。
②１～２か月程度の滞納をする者に口座振替を勧めう
ち１名が手続きをし引き落としができた。その他数名に
ついは電話催告をし、適宜連絡をしている。
【３か月以上の滞納者への対応】
・Aは毎月電話催告をし、現状確認もしている。
・過年度に分納計画を提出したB・Cは過年分の支払い
をしている。
・Dへ電話催告し、分納計画書を提出させた。
・Eは呼出しをし、２か月分の支払いをさせた。
・Fは生活保護世帯であり、福祉課が今後代理納付する
ことになった。
・Gは退去し滞納分の支払いを完了した。
・高額滞納者Hは包括支援係と連携し、連絡が取れ次
第相談していく。

・常に滞納者の状況を把握し、必要に応じて、分
納計画書を提出させたり、保証人へ連絡を行う。
・分納計画書提出者が、計画通りに支払っている
か確認し、遅れがある場合は連絡をする。
・電話連絡及び、引き続き戸別訪問を行い、滞納
を減らしていく。
・必要に応じて、他課との連携を行う。

実績（％）

49

平成26年度実施内容（計画）
H25 H26 H27

年次計画
実施メニュー 取組概要 数値目標 担当課

継続実施

納付状況を常に把
握し、滞納が増える
前に滞納整理を行う
（電話・訪問により）

実施内容及び進捗状況（C） 課題と今後の取組み（A）

現年度分・滞繰分の
未納者宅を訪問し、
滞納整理を行う。

収納率
H25 現年分98.90％
　　　滞繰分18.00％
H26 現年分98.90％
　　　滞繰分18.00％
H27 現年分98.90％
　　　滞繰分18.00％

　H24 現年分98.9％
　　　　滞繰分　7.3％

都市政策課 継続実施 継続実施
市営住宅使
用料の収納
率の向上

目標（％）

最終達成状況

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

実
績

★ ★ ★ ★ ★ ★

計
画

実
績

★ ★ ★ ★ ★ ★

計
画

実
績

★ ★

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

★

2月 3月8月 9月 10月 11月 12月 1月

6

状況により、誓約書及
び分納計画書の提出を
させる
（現年分含む）

3

3ヶ月に一度状況を確認
し、必要に応じて訪問
又は呼び出し　　（滞繰
分含む）

4
訪問後、必要に応じて
他課との連携
（現年分含む）

5
必要に応じて保証人へ
通知・連絡
（滞繰分含む）

7月4月

20日頃に納付がない者
に督促を発送
（滞繰分含む）

2

2ヶ月に一度状況を確認
し、滞納が続く、約束期
日迄に納入が無いなど
の必要に応じて電話連
絡（滞繰分含む）

5月
取組概要

1

6月

滞納者G 滞納者D、E

滞納者D
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　B　簡素で効率的な行政の実現
　　◆　安定した財政基盤の構築
　　　９　財政力の向上

28 継

目標（％） 実施内容及び進捗状況（C） 課題と今後の取組み（A）

15

担当課

　実質公債費比率及び将来負担比率の算定における
分母として計上される標準財政規模がH25では
11,635,404千円であったが、H26では11,428,242千円と
なり207,162千円の減額（▲1.8％）となったことにより、
H26決算により算出される実質公債費比率と将来負担
比率の数値を上昇させる要因となることから、今後、
入札差金等の歳出減によって生じる財源を活用し、臨
時財政対策債の借入額を抑えるとともに、普通建設事
業費に充当している市債についても、事業費の精査を
進め、借入額の抑制を図っていく。

平成26年度実施内容（計画）

・市債発行額の抑制
・市債以外の将来負
担事業の精査

（市債及び債務負担
行為に係る準元利
償還金の償還による
将来負担減少額を３
億円以上確保す
る。）

継続実施

H26

①実質公債費比率
の健全化
②将来負担比率の
健全化

①14.0%未満
　（Ｈ26年度決
算）
②110％未満
　（Ｈ26年度決
算）

（従前値）
H23　①16.5%
　　　②94.4％

財政課 継続実施

【市債】
　・９月補正予算までの計上額
　　市債額　当初1,679,100千円⇒1,662,800千円（▲
16,300千円）
　　　　　　　 繰越23,200千円　市債合計1,686,000千
円・・・①
　　償還元金　当初1,812,304千円・・・②
　　借入との差額（②－①）126,304千円・・・③
【債務負担行為】
　・償還予定額　193,964千円・・・④
　　新規の債務負担行為設定　なし
計③＋④　320,268千円

○H25決算実質公債費比率、将来負担比率の決定
実質公債費比率14.0％（3年平均）　将来負担比率
66.8％

９月補正予算において市債借入額を16,300千円減額し
た。将来負担比率に影響する新たな債務負担行為の設
定は無い。

H25 H27
取組概要 数値目標

年次計画

継続実施
実質公債費
比率及び将
来負担比率
の適正化

実施メニュー

実績（％）

100

最終達成状況

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

7月4月

６月補正予算編成
　市債・債務負担行為
等予算額等の調整

2
９月補正予算編成
　市債・債務負担行為
等予算額等の調整

5月
取組概要

1

6月

6

3
12月補正予算編成
　市債・債務負担行為
等予算額等の調整

4
３月補正予算編成
　市債・債務負担行為
等予算額等の調整

5
翌年度予算編成
　市債・財政調整基金
等予算額等の調整

2月 3月8月 9月 10月 11月 12月 1月
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　　　９　財政力の向上
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実績（％）

65

課題と今後の取組み（A）

50
全体（①＋②）
　当初差額▲385,859千円→３号補正後▲135,541千円
　　※250,318千円の改善（下記　ア＋イ＋ウ）
①基金差額▲261,845千円（当初予算時点▲495,863千
円）
　・基金積立金（当初予算比250,000千円の改善）・・・ア
　当初予算24,169千円→３号補正後274,169千円　※決
算積立250,000千円を含む
　・基金繰入金（当初予算比▲15,982千円の悪化）・・・
イ
　当初予算▲520,032千円→３号補正後▲536,014千円
②市債差額126,304千円（当初予算時点110,004千円）
　・元金償還金（当初予算額から変更なし）1,812,304千
円
　・借入予定額（当初予算比16,300千円の改善）・・・ウ
　　当初予算▲1,702,300千円→３号補正後▲1,686,000
千円

目標（％） 実施内容及び進捗状況（C）

　２号（６月）補正予算までは、JR菊川駅北側における
市有地の土地買収費用等の計上による基金の減額
が115,500千円あり、差額が拡大したが、財政調整基
金のH25決算積立250,000千円や財政調整基金繰入
金の減99,518千円などにより、250,318千円の差額改
善が達成できた。これは当初時点と比較すると64.9％
の達成率となる。
　今後は、歳入面で差額改善につながる補正財源（税
収の増など）を見込むことは難しいことから、入札差金
や事業費の節減等によって生じた財源により、財政調
整基金繰入額の減や、臨時財政対策債の借入額を抑
えるとともに、普通建設事業に充当している市債につ
いても、事業費の精査や縮減により借入額を減額する
ことで差額を改善し黒字化を図っていく。

H27
年次計画

積立金と
借入金の
差額の黒
字化

毎年度、現金資産及
び負債の差額の黒
字化を目指す。

積立金残高及
び長期債残高
H25黒字化
H26黒字化
H27黒字化

（従前値）
　H24　黒字化
　+183,813千円

財政課

積立金と
借入金の
差額の黒
字化

実施メニュー

・市債の総額抑制。
・財政調整基金の維
持
まちづくり基金への
積立

平成26年度実施内容（計画）

積立金と
借入金の
差額の黒
字化

取組概要 数値目標 担当課
H25 H26

積立金と借
入金の差額
の黒字化

最終達成状況

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

★積立額確定

計
画

実
績

5月 6月 7月

★積立額確定

4月

1
６月補正予算編成
　市債・財政調整基金
等予算額の調整

2
９月補正予算編成
　市債・財政調整基金
等予算額の調整

取組概要

6

3
12月補正予算編成
　市債・財政調整基金
等予算額の調整

4
３月補正予算編成
　市債・財政調整基金
等予算額の調整

5
Ｈ25決算による財政調
整基金への積立

2月 3月8月 9月 10月 11月 12月 1月
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30 新

30

実績（％）

40 　総務省の指針（Ｈ26.4）による菊川市全体の公共
施設総合管理計画を策定するためのバックデータ
として、公共施設の更新費用を試算を行う必要が
ある。このため、総務省が公表している公共施設
等更新費用試算ソフトを活用し、公共施設はもとよ
り、財政状況、人口動向、上下水道、道路や橋りょ
うなどのデータを入力している。
　また、公共施設総合管理計画『個別計画』（管財
係扱い）策定のための当該施設の基礎調査の業
務委託について、業者が決定し（９/17）、９月１９日
に契約済み。委託期間（H26.9.24～H27.3.20）

最終達成状況

H26
担当課

年次計画
数値目標

　総務省ソフトのシミュレーション結果などを基に
27年度に総合管理計画を策定する。
　また、『個別計画』策定のバックデータとして、各
施設の基礎調査を実施する。これは、各公共施
設の現地踏査を行い、現在の利用状況や躯体等
の現状を確認し、今後の個別修繕・改修見込み
額などを調査するもの。これをもとに来年度、施
設の維持・更新等に係るコストを試算し、個別計
画を策定していく。
　いずれの計画も公有建物有効利用検討委員会
により、調整・協議を行いながら進めていく。

平成26年度実施内容（計画）

目標（％） 実施内容及び進捗状況（C） 課題と今後の取組み（A）

・業務委託発注
・所管課との調整

H27

計画策定

取組概要

財政課

多くの公共施設は建
設後一定の年数を
経過し、今後更新が
必要となる時期が集
中することが予想さ
れる。損傷の軽微な
うちに補修し、長持
ちさせる予防型の維
持管理を行い、公共
施設の長寿命化と予
算の平準化を図る。

平成27年度
計画策定

検討・
準備

基礎調査

H25

公共施設の
長寿命化計
画の策定

実施メニュー

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

実
績

計
画 ★ ★ ★ ★

実
績

★

計
画

◎

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

2月 3月8月 9月 10月 11月 12月 1月

6

3 方針決定

4

5

7月4月

業務委託発注

2
公有建物有効利用検
討会議

5月
取組概要

1

6月

検討会議及び所管課との調整
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　B　簡素で効率的な行政の実現
　　◆　安定した財政基盤の構築
　　　10　公営企業会計の健全化

31 新

目標（％） 実施内容及び進捗状況（C） 課題と今後の取組み（A）

50

経常利益
額30,000

千円

・給水収益の増加
（上水道：年分収納
率98.00％）
・給配水施設管理費
の削減
・業務工程管理の徹
底と時間外勤務手当
の削減

平成26年度実施内容（計画）実施メニュー

実績（％）

50

H26 H27

経常利益
額30,000

千円

これまでも公営企業
債の繰上償還や民
間委託の導入など
業務の効率化と経費
節減に努めてきた。
今後も、安全で安定
した水道水の供給を
図るため、老朽化し
た水道施設の計画
的更新と事業の効率
化や経費の節減に
より経営の健全化を
進める。

水道課
経常利益
額30,000

千円

菊川市水道事
業中期経営計
画の推進
（経常利益額
30,000千円を上
回る）

（従前値）
H24　29,374千
円

H25

(1)、(2)
　水道施設の節電や業務工程の管理により時間外
勤務手当の削減に努めている。
　消費税の増税の影響により、給水収益が伸び悩
んでおり、現時点での純利益は、前年度比250万
円程減となる見込みである。
　水道水の使用向上のため、広報きくがわにより水
道事業に関する情報提供や、生活環境フェスタに
おいて市民の声を聞くと共に理解を深める取り組
みを行った。

　消費税の増税の影響や節水機器の浸透によ
り、今後も厳しい経営状況となることから、引続き
情報収集を行い注視すると共に経費削減に努め
ていく。

取組概要 数値目標 担当課
年次計画

公営企業会
計（水道）の
経営健全化

最終達成状況

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

7月4月

節電及び通信費等の
経費削減

2
業務工程管理徹底によ
る時間外勤務の削減

5月
取組概要

1

6月

6

3

4

5

2月 3月8月 9月 10月 11月 12月 1月
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32 新

50

実施内容及び進捗状況（C） 課題と今後の取組み（A）

50 ・4月28日と5月1日に前期院長方針説明会を開催
し、6月に診療部を対象に前期院長ヒアリングを実
施
・第二次中期計画の目標を達成するため、各部署
ごとにアクションプラン（ＡＰ）を作成。6月16日に情
報共有のためＡＰの発表会を開催
・7月3日に事業評価委員会を開催し、平成25年度
の経営状況を説明
・ＡＰは四半期ごとに進捗管理を行い、9月4日に中
間ヒアリングを実施

・10月21・23日に後期方針説明会を開催
・ＡＰ進捗管理のため11月に中間、2月に最終ヒア
リングを実施
・11月から12月に診療部を対象に後期院長ヒアリ
ングを実施
・12月にＡＰ作成研修会を開催（管理職）
・2月末にＡＰ成果発表会を開催し、結果を踏まえ
て次年度のＡＰを作成
課題…4月に診療報酬が改定されたが実質△
1.26％で、患者数は増えているが入院収益が計
画額まで達しない状況。一方費用は消費税率改
定により年間で7千万円程度増額する見込み。

平成26年度実施内容（計画）
H25

実施メニュー 取組概要 数値目標 担当課

・経営幹部による次年
度方針の決定（１月）
・管理職への方針説明
（２月）
・各部署でのアクション
プラン・目標の設定（３
月）
※アクションプランは
地域・患者満足、収益
と費用、業務改善、学
習と成長の4つの視点
で実施
・個人目標の設定（4
月）
・前年度の実績及び新
年度行動計画の発表
（５月）
・進捗管理（隔月）

病院事業は本来独立
採算で経営されるべき
ものであるが、公立病
院には不採算医療や
高度医療を担うといっ
た使命があることか
ら、その補填のための
繰出しが一般会計から
なされている。繰出し
については、原則とし
て総務省自治財政局
長通知の繰出基準（基
準内繰出）を基本とし、
収支均衡を目指して経
営の健全化を進める。

菊川市立総合
計画中期計画
の推進
（基準内繰出を
基本とし、経常
収支比率100%を
達成）

（従前値）
H24　94.6%

  H23　97.0%

 ※中期計画報告書数値

菊川病
院

経常収支
比率
95%

経常収支
比率　99%

経常収支
比率
100%

H26 H27
年次計画

最終達成状況

公営企業会
計（病院）の
健全化

目標（％）

実績（％）

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

★
ヒ
ア ★

ヒ
ア

実
績 ★

ヒ
ア

計
画

検
討

決
定

ヒ
ア

検
討

実
績

検
討

決
定

計
画

発
表
会

（実行） （隔月進捗管理） 中間評価 （実行） （隔月進捗管理） 成果発表

実
績

発
表
会

（実行） （隔月進捗管理）

中

間

ヒ

ア

（実行）

計
画 ★ ★

実
績

★

計
画

実
績

計
画

実
績

2月 3月8月 9月 10月 11月 12月 1月

6

3 アクションプランの実施

4 事業評価委員会

5

2
アクションプランの見直
し

取組概要
5月 6月 7月4月

1
院長方針説明とヒアリ
ング
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　B　簡素で効率的な行政の実現
　　◆　安定した財政基盤の構築
　　　11　歳入の確保と地域経済の活性化

33 新

実施（新
規・継続）

【その他】調査検討、
要綱制定
【全体】募集、基本合
意・契約締結、収入
確保等

H25 H26

50 【広告事業】
　実施マニュアルに基づいて、各課へ事業実施を
呼びかけた。
　税務課の納税通知封筒、社会教育課の成人式
配付物、環境推進課のごみの出し方、安全課の防
災マップで広告事業の実施を依頼し、実施の方向
で進めている。
【ネーミングライツ事業】
　７月１日から７月31日まで、菊川運動公園多目的
広場のネーミングライツスポンサーを募集した。１
社さわやか株式会社から申込みがあり、選定委員
会開催後、優先交渉権者とした。命名権料は、45
万円／年×５年間となった。

　今後は、基本合意書及び個別事項契約書の締
結に向けて契約内容を詰める。９月30日に御社
社長を招きし、調印式を開催予定。
　その後は、施設敷地内へ看板設置や申請書等
の名称変更を行う。また、広報紙や庁内通知によ
り愛称・通称の周知を図る。
　看板設置箇所が、第２種特別規制地域となるた
め、あくまで公共広告物の範ちゅうを保つ必要が
あり、デザイン等の協議調整が必要。

実績（％）

50

平成25年度に
各課において洗
い出しと検討を
実施し、可能な
ものから実施す
る。

各課
調査・検
討・実施

実施内容及び進捗状況（C）目標（％）

ネーミングライツ（命
名権）も含めた公共
施設への広告など
新たな広告媒体の
洗出しと検討を行う
とともに、市ホーム
ページや広報印刷
物などにおいて引続
き広告を募集しま
す。
【新たな対象候補】
市道、運動場、図書
(雑誌)、広報、街灯
など

H27

実施（新
規・継続）

課題と今後の取組み（A）

実施メニュー 取組概要 数値目標 担当課
年次計画

平成26年度実施内容（計画）

最終達成状況

広告事業の
検討

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

実
績

計
画

●
納付

実
績

計
画

募集 ★
開催

実
績

★
開催

計
画

★
契約

実
績

★
契約

計
画

看板

設置
●
納付

実
績

計
画

実
績

2
広告募集（各種封筒
等）、広告料納付

取組概要
5月 6月 7月4月

1
広告事業対象費目の
洗出し（調査検討）

6

3
【ネーミングライツ】
募集、選定委員会の開
催

4
【ネーミングライツ】
基本合意・個別事項契
約

5
【ネーミングライツ】
看板等設置、命名権料
納付

2月 3月8月 9月 10月 11月 12月 1月
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34 継

実績（％）

50

目標（％） 実施内容及び進捗状況（C） 課題と今後の取組み（A）

平成26年度実施内容（計画）
H25 H26 H27

年次計画
実施メニュー 取組概要 数値目標 担当課

継続実施

・遊休地情報更新
し、県などへの積極
的な情報提供
・企業向け補助制度
の利用推進
・再生可能エネル
ギー企業を中心に誘
致推進

50

静岡空港や東名高
速道路、御前崎港な
どのインフラを有効
に活用した企業誘致
や、再生エネルギー
産業など、新しい産
業を誘致する。地元
事業者には活性化
などの各種セミナー
を開催します。地域
経済活性化懇話会
を開催し、市内で新
産業の創出をするな
ど、地域産業の強化
に努めます。

H25～H27にか
けて、3社以上
の企業を誘致
各種セミナーの
定期開催
H27 までに6次
産業など新産業
を1件以上創出

商工観光課 継続実施 継続実施

①③　市内企業及び金融機関等、合わせて50社訪問
し、情報交換や現場（工場）見学を行うことで企業の実
情把握や、事業内容を知ることができた。また、担当者
同士の顔の見える関係づくりが図れた。
②遊休地情報を更新し、県担当部局、市・県内金融機
関、建設会社、及び不動産会社等へ500部配布し情報
発信に努めた。
④河東３地区（堀之内・石山・今間）の太陽光発電施設
設置事業が円滑に進むよう、庁内関係部局や地元等と
の調整を行った。
⑤10月８日（水）の開催に向け、関係委員への周知、調
整、また議題の検討を行った。JETRO、茶業振興課と
連携し、茶業関係者を対象とした「海外輸出に関する事
前セミナー」を開催した。

①③　引き続き、企業訪問を実施し、現状把握や顔の
見える関係づくりに努めていく。

②　引き続き遊休地情報の収集・整理に努め、積極的
に情報発信に努める。また、県外企業訪問も実施し、
情報発信を行う。
④　事業者が計画通り進捗するよう、支援、調整を
行っていく。

⑤　第２回懇話会及び産業振興に資するセミナーの開
催時期、内容のについて、関係団体、機関との調整を
行う。

最終達成状況

地域産業の
強化

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

★ ★

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

懇
★

セ
★

セ
★

懇
★

実
績

セ
★

懇
★

計
画

実
績

6

3
金融機関等との情報交
換

4
再生可能エネルギー関
連企業等の誘致推進

5
地域経済活性化懇話
会、各種セミナー等の
開催

2
遊休地情報の更新及
び発信

取組概要
1月4月 5月 6月

1
企業訪問
（企業情報収集）

2月 3月7月 8月 9月 10月 11月 12月

情報更新

名古屋地区

情報発信

東京地区

情報更新 情報発信

企業訪問

金融機関訪問、随時情報交換

企業及び庁内関連部署との調整
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　B　簡素で効率的な行政の実現
　　◆　安定した財政基盤の構築
　　　11　歳入の確保と地域経済の活性化

35 新

目標（％） 実施内容及び進捗状況（C） 課題と今後の取組み（A）

50 　７月９日開催の担い手育成総合支援協議会内に
おける認定審査会において、新たな経営体２社の
経営改善計画書を審査、認定した。
　これにより15経営体→17経営体となり、新たな担
い手への農地の集積と農業振興が図られ目標を
達成した。

新たな法人
・株式会社　弓削農園
　耕作面積：　現状400a　→　Ｈ31目標800a
・株式会社　落合牧場
　飼育頭数：　現状87頭　→　Ｈ31目標350頭

　市内生産者の経営者に対し、法人化のメリット
等をさらに周知し、新しい農業経営に向けて取組
みを行うビジネス農業体の推進普及活動や経営
計画指導を行っていく。

実績（％）

100

16ビジネ
ス農業体

新しい農業経営に向
けて取組みを行うビ
ジネス農業体の推進
普及活動や経営計
画指導を行うととも
に、優良農地の集積
と農業振興を図る。
※ビジネス農業
体･･･経営の法人化
を目指す農業事業
団体

15ビジネ
ス農業体

H26 H27H25

平成27年度まで
に17団体とする

農林課
17ビジネ
ス農業体

・ﾋﾞｼﾞﾈｽ経営体の情
報を得るため、農業
生産法人等へ情報
収集を行う。
･研修・講座等につ
いて周知し、農業経
営法人化の推進普
及活動を行う。
・認定農業生産法人
と経営体の経営改善
計画書の作成を指
導する。

実施メニュー 取組概要 数値目標 担当課
年次計画

平成26年度実施内容（計画）

最終達成状況

ビジネス農業
体への支援

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画 ★

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画 ★ ★

実
績 ★

計
画

実
績

2月 3月8月 9月 10月 11月 12月 1月

2
農業生産法人等への
情報収集

取組概要

5

3
経営改善計画作成指
導

4 認定審査会の開催

7月6月

1 研修、講座等の周知

4月 5月
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36 新

目標（％） 実施内容及び進捗状況（C） 課題と今後の取組み（A）

30
①茶業活性化プロジェクト会議
第1回5月13日、第2回7月3日、研究会8月19日　開催
②5月27日、6月11日にＪＡと協議し茶経営組織体の経
営計画書、経営力のチェックリスト等様式､内容の検討
を実施した。また、5月にアンケートを実施し、8月21日に
6茶工場を選定した。
③9月19日に経営改善計画作成の研修会を6工場に対
し実施。
④8月7日　六郷チャレンジにて視察研修を実施。

②アンケートや茶農協への聞き取りを行ったところ、経
営改善計画を策定できると思われる茶農協が6工場で
あった。茶工場に対し経営改善計画の必要性を理解
してもらうよう努める。
③茶工場に対して経営改善計画策定の支援を行う。
④⑤懇談会では、茶工場の経営状況や課題を話し合
い、将来に向けた経営改善や方向性を検討する第一
歩の場となるので、懇談会等の開催(管理不良、耕作
放棄茶園の対応、効率的な運営、茶園管理の基礎か
ら経営までのノウハウなどの研修）をJAと連携し指導
する。また、経営改善の参考となる先進地視察を研修
会に取り入れ、生産者の意識改革を図る。

実績（％）

30

H27
取組概要 数値目標 担当課

年次計画

茶価の低迷や担い
手不足に対応した組
織経営体の改善と、
共同摘採などの新た
な生産体系への取
組みを促すため、中
長期的視点に立った
茶工場の経営計画
書の作成を支援し、
産地力の強化を図
る。

平成27年度まで
に23茶工場実
施

茶業振興課
３茶工場
を支援

10茶工場
を支援

H25 H26

10茶工場
を支援

・市の茶業振興計画
を基に各茶工場の
経営計画書の作成
を支援する。
・経営体を単位に懇
談会を開催し経営改
善に向けた取組みを
助長する。
・経営体が求める情
報を提供するため関
係機関の協力を求
める。

平成26年度実施内容（計画）

最終達成状況

実施メニュー

茶業の振興

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

★ ★ ★ ★ ★

実
績 ★ ★ ★

計
画

実
績

★ ★ ★

計
画

実
績 ★

計
画 ★ ★ ★ ★

実
績

★

計
画 ★ ★ ★ ★ ★

実
績

計
画

実
績

2月 3月7月 8月 9月 10月 11月 12月

2
・経営計画書様式検討
・実施茶工場の選定
・経営実態調査

取組概要
1月4月 5月 6月

1
茶業活性化プロジェクト
会議（指導者会議）

6

3
経営改善計画策定茶
工場の支援

4
茶生産経営体育成研
修会の開催

5
茶業活性化懇談会の
開催（茶工場との意見
交換会）

経営計画書の様式見直し 実施茶工場の選定・経営実態調査

経営改善計画策定茶工場の支援

様式見直し・決定 工場の選定
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